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かながわ子どもみらいプランの点検・評価について（令和３年度） 

１ かながわ子どもみらいプランの概要 

子どもや子育て家庭への支援を総合的に推進するため、平成27年３月に「かながわ

子どもみらいプラン」を策定し、子ども・子育て支援新制度による子育て支援を充

実・強化するとともに、保育所など多様な教育・保育サービスの充実、本県独自の地

域限定保育士試験の実施などによる保育士確保対策、結婚から育児までの切れ目ない

支援などに取り組んできました。 

５年の計画期間の満了に伴い、引き続き、子どもや子育て家庭を応援する取組みを

充実・強化し、すべての子どもに笑いがあふれ、幸福で健やかに成長できる社会の実

現をめざし、令和２年３月に「かながわ子どもみらいプラン（令和２年度～６年度）」

（以下「プラン」という。）に改定しました。 

※ プランは、政令・中核市を含む県全体を対象区域としています。 

 (1) 計画期間 

   令和２年度から令和６年度までの５年間 

 (2) プランの概要 

  ア 基本理念 

すべての子どもに笑いがあふれ、幸福で健やかに成長できる社会の実現をめざします。 

イ めざす姿 

① すべての子どもが、自らそれぞれの個性や能力を伸ばし、健やかに成長できる社会 

② すべての保護者が、子育てに喜びや生きがいを感じ、安心して子どもを生み

育てることができる社会 

③ 地域社会のすべての構成員が、子どもの育ちや子育ての重要性に対する関心

と理解を深め、子どもと子育て家庭を応援する社会 

ウ 基本的視点及び施策体系 

めざす姿の実現のため、「子どもが生きる力」「保護者が育てる力」「社会全

体が支える力」の３つの力を充実・強化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 教育・保育の需給計画及び人材の必要見込み数   

オ 計画の点検・評価及び推進体制 

 基本的視点「３つの力」 重点施策

１ 子どもの「生きる力」をはぐくむ教育環境の充実

２ 子ども・若者の健全育成の推進　

３ 支援を必要とする子どもを守る体制づくり

１ 多様なニーズに応じた幼児期の教育・保育等の提供体制の充実

２ 妊産婦及び子どもの健康の増進

３ 子育てしやすく、安全・安心な環境づくりの推進

１ 社会全体による子ども・子育て支援のための基盤づくり

２ 地域における子ども・子育て支援の充実

３ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

４ 結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援の推進

　

１「子どもが生きる力」
  を伸ばすために

２「保護者が育てる力」
  を発揮するために

３「社会全体が支える力」
　を大きくするために

個別施策ごとに
具体的な取組み
（主な事業）
を位置付け
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２ 点検・評価の対象 

次の３つの項目を点検・評価の対象とします。 

 項目 内容 

(1) 
幼児期の教育・保育の 

需給計画 

待機児童の解消を図り、子育て家庭のニーズにあった

就学前児童の教育・保育の提供体制の充実を計画的に

進めるため、年度毎に設定した教育・保育の需要見込

みとそれに対応する教育・保育の供給量の状況 

(2) 

教育・保育及び子育て

支援事業に従事する者

の確保及び質の向上 

幼稚園教諭、保育士、保育教諭、家庭的保育者など、

教育・保育施設及び地域型保育事業において、質の高

い幼児教育や保育が円滑に行えるよう、(1)の需給計

画に基づき、年度ごとに設定した幼児教育や保育に従

事する人材の必要見込み人数及びその確保の状況、並

びに市町村が実施する地域子ども・子育て支援事業の

従事者を含めた人材の質の向上の取組み状況 

(3) 
計画に基づく施策の実施

状況 

プランの３つの基本的視点ごとの①目標設定項目の達

成状況及び②施策展開に当たって課題となった主な事業

の取組状況、並びに③子ども・子育て支援に関する県

民満足度を踏まえた、総合的な子ども・子育て支援施

策全体の進捗状況 

 

  

３ 点検・評価の経過 

〇 「(3) 計画に基づく施策の実施状況」については、庁内会議体である「神奈川県

子ども・青少年みらい本部 子ども・子育て支援推進部会」を開催し、点検・評価結

果について審議を行いました。 

 〇 その後、子ども・子育て支援法に基づき設置され、外部有識者等で構成される

「神奈川県子ども・子育て会議」を開催し、令和３年度実績の点検・評価結果につ

いて審議を行いました。 

 

点検・評価項目

(1) 幼児期の教育・保育の
    需給計画

(2) 教育・保育及び子育て
    支援事業に従事する者の
    確保及び質の向上

(3) 計画に基づく施策全体の
    実施状況

子ども・子育て支援
推進部会

審議経過

県
の
評
価
作
成

子ども・子育て会議

審議

審議
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４ 点検・評価結果 

 (1) 幼児期の教育・保育の需給計画 

 

ア 全体的な状況 

(ｱ) 需給差の状況について 

 

(ｲ) 計画値と実績値の状況について 

 

イ 今後の取組み 

 

  

 

・「需要量」に対する「供給量」の割合は、０～５歳全体では112.4％とな

った。認定区分別に見ると、１号認定は138.4％で供給量が需要量を上回

ったのに対し、３号認定は96.8％と供給量が需要量を下回っている。 

・「需要量」に対する「供給量」の割合を計画値と実績値で比較すると、

０～５歳全体では計画値が108.5％であったのに対し、実績値は112.4％

であり、想定よりも供給量の超過が大きかった。認定区分別に見ると、

１号認定は想定よりも供給量の超過が大きく（計画値119.0％、実績値

138.4％）、３号認定（１～２歳）は需給の均衡を想定していたものの需

要量が超過した。（計画値100.1％、実績値92.9％）。【表１】 

＜需要量の状況＞ 

・０～５歳全体では計画値に対する実績値の割合は、96.9％となった。 

・認定区分別に見ると、１号認定が 86.5％である一方で、２号認定が

104.9％となっており、教育希望に比べて保育希望のニーズが想定を上回

って増加した。 

・３号認定（０歳）は 87.1％と実績値が計画値を下回った。新型コロナウ

イルス感染症の拡大を受け、育児休業の延長等により保育所等の利用が控

えられたこと、出生数の減少などが要因と考えられる。【表２】 

＜供給量の状況＞ 

・０～５歳全体では計画値に対する実績値の割合は、100.4％となった。 

・認定区分別に見ると、２号認定がやや高く（104.6％）、３号認定がやや

低く（94.6％）なっている。【表３】 

・ニーズの高い３号認定（特に１～２歳）の受け皿確保に引き続き努め

る。 

・新型コロナウイルス感染症の影響など考慮が難しい要因はあるが、市町

村の動向を踏まえて計画値の見直しを行う。 
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 ＜参考：子どもの年齢区分（認定区分）ごとの教育・保育の提供体制＞ 

子どもの年齢区分（認定区分※） 教育・保育の提供体制 

３～５

歳 

（１号：教育標準時間認定） 

満３歳以上で、幼児期の教育

を希望 

幼稚園（施設型給付対象園、私学助成対象園） 

認定こども園 

３～５

歳 

（２号：保育認定） 

満３歳以上で、「保育の必要

性の事由」に該当し、保育を

希望 

保育所 

認定こども園 

認可外保育施設（自治体が運営費等の支援を行

っている施設） 

幼稚園及び預かり保育（長時間・通年） 

企業主導型保育事業（地域枠のみ） 

０～２

歳 

（３号：保育認定） 

満３歳未満で、「保育の必要

性の事由」に該当し、保育を

希望 

保育所 

認定こども園 

地域型保育事業（小規模保育事業等） 

認可外保育施設（自治体が運営費等の支援を行

っている施設） 

企業主導型保育事業（地域枠のみ） 

幼稚園接続保育（幼稚園における２歳児預かり保育

等の３歳未満児の受入れ） 

  ※ 子ども・子育て支援法第19条第１項第１～３号に掲げる就学前児童の認定区分 
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＜需給差の状況＞ 

【表１ 需給差】 

 

 

＜計画値と実績値の状況＞ 

【表２ 需要量（量の見込み）】 

 

【表３ 供給量（確保の内容）】 

 

 

 

（単位：人）

０歳 １～２歳 小計

89,537 113,140 13,598 68,428 82,026 284,703

123,926 116,611 15,819 63,598 79,417 319,954

34,389 3,471 2,221 ▲ 4,830 ▲ 2,609 35,251

138.4% 103.1% 116.3% 92.9% 96.8% 112.4%

【参考：計画値上の「需給差」及び「需要量に対する供給量の割合」】

19,691 3,575 1,538 57 1,595 24,861

119.0% 103.3% 109.9% 100.1% 101.9% 108.5%

計

②供給量（実績値）

②－①（需給差）

②／①（需要量に対する供給量の割合）

需給差（計画値上）

需要量に対する供給量の割合（計画値上）

①需要量（実績値）

３～５歳
(１号：教育

希望）

３～５歳
(２号：保育

希望）

０～２歳
（３号：保育希望）
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放課後児童クラブの量の見込みと目標整備量の状況について 

 

  ① 全体的な状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 今後の取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表４ 放課後児童クラブの状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・県全域の集計結果としては需要量の実績値が計画値を上回っているが、中

には実績値が計画値を下回った市町村もあり、新型コロナウイルス感染症

の影響による利用控えや児童数の減少が背景にあると考えられる。 

・現在、計画策定後の実情を踏まえて計画の見直しを進めている市町村があ

ることから、県全域の再集計を行う。 

・また、放課後児童クラブの安定的な運営に資するため、事業を実施する市

町村に事業費の補助を行うとともに、運営や補助金等交付申請に当たって

の相談及び情報提供等の支援を行うほか、放課後児童支援員・補助員の確

保及び資質向上に資する研修の実施に引き続き取り組む必要がある。 

・利用児童数が大幅に増加したため、需要量が押し上げられた。その結果、

実績値（74,974人）は計画値（70,692人）よりも4,282人多かった。主な要

因としては、横浜市が総合プラン型として実施している「放課後キッズク

ラブ事業」の利用区分を見直したことが影響したものと考えられる。 

・供給量についても、横浜市において活動場所の拡充が図られたことなどに

より定員数が押し上げられ、実績値（81,068人）は計画値（71,198人）よ

りも9,870人多かった。 

・「需要量」に対する「供給量」の割合を見ると、計画値の100.7％に対し、

実績値は108.1％となり計画を上回った。 

参考 
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(2) 教育・保育及び子育て支援事業に従事する者の確保及び質の向上 

  ア 教育・保育及び子育て支援事業に従事する者の確保 

 

   (ｱ) 職種別の状況 

    ａ 幼稚園教諭 

    ｂ 保育教諭 

 

 

 

 

 

 

    ｃ 保育士 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・実績値（7,356人）は計画値（7,726人）と比べて370人減少した。 

・今後の１号認定のニーズを踏まえ、計画中間年において必要見込み数を検

証する必要がある。【表５】 

・実績値（3,244人）は計画値（3,126人）と比べて118人増加した。 

・認定こども園の施設数が増加傾向にあることから、幼稚園教諭免許所持者

に係る保育士資格取得の特例制度を活用する等、着実な人材確保が必要であ

る。【表５】 

・実績値（34,620人）は計画値（38,531人）と比べて3,911人減少した。 

・「幼児期の教育・保育の需給計画」の「供給量」（利用定員）を見る

と、保育希望（２号・３号）の実績値（196,028人）と計画値（195,389

人）の差は小さく、県全体として保育所等の整備は概ね計画どおりに進

捗した。【表３】 

・なお、利用定員が計画どおり進捗しなかった市町村において、その原因

に「保育士不足の影響」を挙げたのは２町（湯河原町、愛川町）であ

り、保育士不足が保育施設等の整備に与えた影響は限定的と考えられ

る。 

・一方、「幼児期の教育・保育の需給計画」の実績値の需給差を見ると、

より多くの人手を必要とする３号認定の需要量に対し、供給量が不足し

ていること、また、保育士有効求人倍率も令和４年１月時点で2.00と依

然として高いことから、地域限定保育士試験の実施などにより、引き続

き積極的な保育士確保策を講じる必要がある。【表５、６】 

・加えて、令和２年度における神奈川県の常勤保育士離職率は12.9％とな

っており、全国平均の8.4％よりも高い状態が続いている。保育士の処遇

改善に引き続き取り組み、保育士の定着を図る必要がある。 
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ｄ 子育て支援事業に従事する者 

 

 

 

(ｲ) 今後の取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考：教育・保育施設及び地域型保育事業で主に必要となる人材＞ 

区分 主に必要となる人材 

教育・ 

保育 

施設 

幼稚園 幼稚園教諭 

保育所 保育士 

認定こども園 
幼稚園教諭、保育士 

保育教諭（幼保連携型認定こども園） 

地域 

型保 

育事 

業 

小規模保育事業 

Ａ型（分園型） 保育士 

Ｂ型（中間型） 保育士、保育従事者 

Ｃ型（ｸﾞﾙｰﾌﾟ型） 家庭的保育者、家庭的保育補助者

家庭的保育事業 家庭的保育者、家庭的保育補助者 

居宅訪問型保育事業 家庭的保育者 

事業所内保育事業 保育士、保育従事者 

その

他 

幼稚園及び預かり保育（長時間・通年） 幼稚園教諭、保育士 

企業主導型保育事業（地域枠） 保育士、保育従事者 

幼稚園接続保育 幼稚園教諭、保育士 

 

  

・子育て支援員研修の実施により、子育て支援員として1,059人が認定され

た。引き続き、子育て支援人材の確保のため、地域のニーズに応じた研修

を実施する必要がある。【表７】 

・低年齢児の保育ニーズが高いことを踏まえ、保育士、保育従事者、家庭

的保育者及び家庭的保育補助者を計画的・継続的に確保するとともに、

放課後児童クラブの指導員の充足状況に留意し、放課後児童支援員、補

助員等の人材の確保を着実に進める必要がある。 
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【表５ 教育・保育に従事する人材の必要見込み人数の確保状況】 

（単位：人）  

職種 計画値（Ａ） 
実績値（Ｂ） 

(※１) 

計画値と実績値の

差 
（Ｂ－Ａ） 

幼稚園教諭 7,726 7,356 ▲370 

保育士 38,531 34,620 ▲3,911 

保育教諭 (※２) 3,126 3,244 118 

保育従事者 (※３) 76 56 ▲20 

家庭的保育者 (※４) 210 134 ▲76 

家庭的保育補助者 (※５) 187 94 ▲93 

※１ 実績値は令和３年４月１日現在の人数だが、幼稚園教諭は令和３年５月１日現在の学校基本調査結果による。 

※２ 保育教諭については、令和６年度までの間は幼稚園教諭若しくは保育士の一方の資格しか有していなくても、保育 

教諭として働くことができることとなっている。 

※３ 小規模保育事業（中間型（分園型とグループ型））における保育従事者 

※４ 小規模保育事業（グループ型）、家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業における家庭的保育者 

※５ 小規模保育事業（グループ型）及び家庭的保育事業における家庭的保育補助者 

 

 

【表６ 保育士確保の実績】 

 

 

 

【表７ 子育て支援員研修修了者数】 
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 イ 教育・保育及び子育て支援事業に従事する者の質の向上 

 

  (ｱ) 職種・事業別の状況【表８】 

   ａ 幼稚園教諭、保育教諭、保育士 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ｂ 子育て支援事業に従事する者 

 

 

 

 

   ｃ 放課後児童支援員 

 

 

 

 

 

 

   ｄ 乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業に従事する者 

 

 

 

 

 

 

   ｅ ファミリー・サポート・センター事業に従事する者 

 

 

 

   

  

・幼稚園教諭については、県私立幼稚園連合会が実施する、資質向上に向け

た階層別等の研修事業に対する補助を行った（受講人数：4,057人）。 

・保育士については、一定の経験を積んだ保育士の専門性をさらに高める

「保育エキスパート等研修」のほか（受講者数：12,436人）、年齢別研修及

び実技研修等を実施した（受講者数：7,149人）。また、保育士研修を実施

する市町村に対する補助を行った（補助対象市町村：14市町村）。 

・子育て支援員研修の地域保育コース修了者を対象とした現任研修を実施

した。（受講人数：179人） 

・放課後児童支援員として職務を遂行する上で必要な知識及び技能等を習

得する認定資格研修を実施するとともに（認定者数：1,226人）、放課後

児童クラブに従事している者に対してキャリアアップに向けた資質向上

研修を実施した（受講者数：1,269人）。 

・乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業の従事者を対象としたスキ

ルアップを図るための研修は、新型コロナウイルス感染症への対応で、

主たる受講者である保健師の研修参加が困難であったことから実施を見

送った。 

・ファミリー・サポート・センター事業におけるアドバイザー業務の従事

者を対象としたスキルアップを図るための研修は、研修実施予定の期間

と新型コロナウイルス感染症の拡大時期が重なったため、実施を見送っ

た。 
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(ｲ) 今後の対応【図１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和３年度は、幼稚園教諭、保育士、子育て支援員及び放課後児童支援

員に係る研修については、令和２年度に比べ、受講者数が増加した。 

・新型コロナウイルス感染症対策として導入が進んだオンライン形式の研

修（保育エキスパート等研修）では、感染症の心配をせずに受講できる

ほか、時間調整がしやすい、といった利点に加え、聞き逃した点を繰り

返し視聴できるなどの受講者の理解が深まる効果が得られた。今後は感

染状況等を踏まえ、従来の集合形式に加え、オンライン形式や両方を同

時に行うハイブリッド形式など、実施方法を検討していくとともに、現

場が直面する課題に対応した研修内容の充実等を図る必要がある。 

・引き続き、職員の処遇改善の要件となる研修（保育エキスパート等研

修、放課後児童支援員等資質向上研修）について、市町村のニーズを踏

まえて着実に実施していく必要がある。 
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【表８ 教育・保育等に従事する人材の質の向上の取組みの実績】 

 

 

 

 

 

 

 

＜幼稚園教諭＞ （単位：人）
実施状況 H29 H30 R1 R2 R3

県私立幼稚園連合会が実施する、幼稚
園教諭の資質向上に向けた階層別等の
研修事業に対する補助

3,390 3,943 4,240 3,381 4,057

＜保育士＞

実施状況 H29 H30 R1 R2 R3

保育エキスパート等研修の実施（修了
者数）(※１)

5,784 10,509 10,236 8,419 12,436

年齢別研修及び実技研修等の実施（受
講者数）(※２)

12,905 17,116 12,877 4,854 7,149

保育士研修を実施する市町村に対する
補助

12市町村 13市町村 14市町村 14市町村 14市町村

 ※１　県実施の研修のほか、団体等が実施する研修で、県が指定したものを含む。平成29年度から実施。
※２　保育エキスパート等研修に指定された研修を一部含む。

＜子育て支援員＞

実施状況 H29 H30 R1 R2 R3

現任研修の実施　※H29年度から実施 118 113 260 65 179

＜放課後児童支援員＞

実施状況 H29 H30 R1 R2 R3

放課後児童支援員認定資格研修の実施
（認定者数）

1,955 1,947 2,239 1,168 1,226

放課後児童支援員等資質向上研修の実
施（受講者数）

1,178 1,210 1,233 1,022 1,269

＜乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業の従事者（※３）＞

実施状況 H29 H30 R1 R2 R3

乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問
事業従事者研修の実施（受講者数）

47 37 32 29 －

※３　新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年度は研修会を中止。

＜ファミリー・サポート・センター事業の従事者(※４)＞

実施状況 H29 H30 R1 R2 R3

アドバイザー研修の実施　※H28から実
施（受講者数）

28 59 53 － －

※４　新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２～３年度は研修会を中止。
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【図１ 令和３年度保育エキスパート等研修の受講者アンケート結果】 

１ 研修の理解度 

 

２ 能力(知識・スキル)

向上 

 

３ やる気の向上 

 

４ 職場での活用 

 

 

 

※ 「eラーニング込み」は研修全日程の一部をオンラインで行ったことを示す。 

（出典：令和３年度「保育エキスパート等研修」における受講者アンケート結果から作成） 
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(3) 計画に基づく施策の実施状況 

  

ア 目標値の達成状況や各事業の実績による基本的視点ごとの施策の実施状況 

【表９、10】 

(ｱ) 目標値の達成状況 

・目標達成率の評価が「Ａ」又は「Ｂ」となった項目は10項目、新型コロ

ナウイルス感染症の影響等で「Ｄ」の項目は４項目であった。 

・「いのちの授業作文コンクール応募件数」については、目標値を上回る

応募があった（10,530件）。不安定な日常の中で、いのち、家族、医療

機関の方々への感謝などを題材とした応募作品が増えている。 

・「里親委託率」については、児童相談所、家庭養育支援センター、里親

センターが連携して、里親制度の普及啓発等を行った結果、増加につな

がった。新型コロナウイルス感染症の影響等で研修・実習が通常どおり

進まない中、施設や児童相談所の工夫により目標達成することができ

た。 

・「母子・父子自立支援員による相談件数」については、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により多くの相談需要があった。特に就労関係、教

育、福祉資金の償還の区分を中心に増加がみられた。 

・「体力テスト総合評価５段階のうちＤ、Ｅの児童の割合」については、

令和２年度は「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の中止により評

価ができなかったが、令和３年度は達成率77.0％となった。新型コロナ

ウイルス感染症対策として、体育の授業を含む、様々な活動に制限がか

かり、児童の運動機会が減少したことが影響していると考えられる。 

(ｲ) 各事業の実績 

・生活保護受給世帯等を対象に「高校生等奨学給付金」を支給し（私立高

等学校等4,936人、国公立高等学校等11,818人）、授業料以外の教育費負

担の軽減が図られた。 

・子どもの居場所づくりに関する支援では、子ども支援オンライン研修会

兼交流会及び子ども支援WEB講座を開催することで、子どもの居場所づく

りに係る取組みの支援を継続した。（子ども支援オンライン研修会兼交

流会開催回数：１回、子ども支援WEB講座開催回数：２回） 

・ひとり親家庭・総合支援情報サイト「カナ・カモミール」により、行政

の支援情報について情報提供を実施するとともに（アクセス件数：延べ

43,020件）、ひとり親家庭相談LINEにより、平日の相談のほか、市等が

対応していない平日夜間、土曜日、祝日に相談を受け、市等の具体の支

援につなぐ取組を実施した（相談件数：539件）。 

【基本的視点１】 「子どもが生きる力」を伸ばすために 
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(ｱ) 目標値の達成状況 

・「放課後児童クラブの施設数」など、目標値に近い評価「Ｂ」となった

項目が半数（４項目）あった。 

・「保育所等利用待機児童数」については、目標値は達成できなかったも

のの、保育所等の整備により３年連続で過去最少を更新した。令和３年

度は、保育所の賃借料補助（１市：11,520千円）、保育所等の整備費補

助（２市２町：27,201千円）、０～２歳児受入に重点を置いた保育所分

園等の賃借料補助（１市：1,050千円）、予め配置基準を超えて保育士を

雇用している保育所等への補助（16市：80,857千円）を実施した。今後

も待機児童の解消に向けて、保育所の整備や保育士不足等の取組を着実

に進めていく必要がある。 

・「保育エキスパート等研修の修了者数」については、保育の質の向上に

資する重要な研修であるため、受講者数の増加に向けた周知を図る必要

がある。 

・「放課後児童支援員及び放課後子ども教室指導者等の資質向上のための

研修」については、計画では対面形式での複数回の開催を予定していた

が、一部については、複数回分の内容を集約した上で１回のe-ラーニン

グ形式の実施に変更したため、当初計画で設定した目標値に対する事業

実績の検証が困難となった。中間年の見直しにおいて、人材の資質向上

に向けた取組みの実績として相応しい目標値に修正する必要がある。 

・「県立学校の児童・生徒によるＤＩＧ（災害図上訓練）」については、

地図を挟んで議論しながら実施する形式の訓練であるため、新型コロナ

ウイルス感染症の影響を受けたものの、感染防止対策を徹底し、できる

限り多くの学校で実施した。 

 

(ｲ) 各事業の実績 

・県独自地域限定保育士試験については、新型コロナウイルス感染症の拡

大防止に留意したうえで、８月に筆記試験、10月から11月にかけて実技

試験を実施した。（受験申請者：3,602人、最終合格者：601人） 

・かながわ保育士・保育所支援センターにおいて、電話・来所・メールに

よる個別相談や、就職支援セミナー及び就職相談会を年５回開催するな

ど、潜在資格者の復職支援に向けた取組を行い、97人が採用に結びつい

た。 

・小児在宅医療の充実に関して、こども医療センターと連携し、医療・福

祉資源（小児を受けてくれる訪問介護ステーション、介護支援事業所

等）や行政・教育からの照会などを受け付ける支援者向け相談窓口を設

置した。（相談件数：894件） 

・バリアフリーの街づくりに向け、県内の既存公共的施設に対し、一級建

築士のバリアフリーアドバイザーを派遣した。（５施設） 

【基本的視点２】 「保護者が育てる力」を発揮するために 
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(ｱ) 目標値の達成状況 

・全項目が評価「Ａ」又は「Ｂ」となった。 

・「事業所における育児休業利用者に占める男性の割合」については、法

改正があったことと、男性の長期育児休業取得を促進する冊子配付や企

業等と連携した男性の家事育児促進事業等により、男性の育児休業取得

についての社会的な機運が高まったことから、目標値を大きく上回る結

果となった（25.7%）。 

・「病児・病後児保育事業の実施市町村数（累計）」については、16市３

町に対して病児保育事業の実施に係る経費の一部を補助することで、病

児や病後児の受入促進を図った。病児保育の実施事業者等が徐々に増加

しており、目標値に向けて引き続き市町村の取組みを後押ししていく必

要がある。 

(ｲ) 各事業の実績 

・「神奈川県子ども・子育て支援推進条例」に基づき、子ども・子育て支

援活動のモデルとなる活動について、大賞1件、奨励賞3件、草の根賞3

件、特別賞1件を表彰した。 

・コミュニティ・スクールの推進に関する研究協議会を年３回実施し、政

令市を含む全市町村教育委員会の担当者で、情報の共有や協議をとおし

て、コミュニティ・スクールの導入と内容の充実を図った。 

・仕事と生活の両立を希望する女性労働者を対象に、ワーキングマザー両

立応援カウンセリングを82件、ワーキングマザー両立応援セミナーを１

回実施した。また、県内４か所のかながわ労働センター及び同支所にお

いて、女性のための労働相談を実施した。（相談件数：118件） 

・男性の家事育児が十分なレベルで日常的に当たり前化する社会的環境の

形成に向け、電子メールやTwitterによる情報発信を行った。（メールマ

ガジン（８回）、コンソーシアム通信発行（３回）、Twitter（月3回程

度）） 

・男女共同参画教育として、小学５年生を対象に啓発冊子を30,500部作成

した。また、ライフキャリア教育として、中学生向け、高校生向け、大

学生向けにそれぞれ啓発冊子の配布などを行った。 

【基本的視点３】 「社会全体が支える力」を大きくするために 
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イ 今後の対応【図２】 

 

 

 

 

 

 

  

・新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中で、オンラインを活用した

研修の実施など、状況を見極めながら事業を推進した。いまだ終息が見

通せない中、新型コロナウイルス感染症の拡大により深刻化した「生活

困窮」、「孤独・孤立」、「新しい生活様式」といった課題にも引き続

き対応していく必要がある。 

・令和３年度県民ニーズ調査による「安心して子どもを生み育てられる環

境が整っていること」に関する満足度は17.5％となり、令和２年度の

18.0％からわずかに減少した。近年は増加傾向にあったものの、20％に

満たない状況が続いていることから、計画に位置付けた子ども・子育て

支援施策を着実に進める必要がある。 

・来年４月には「こども基本法」が施行される。少子化が進行し、子育て

を担う若い世代をとりまく環境が厳しさを増す中、希望する人が希望す

る人数の子どもを持てない現状を打開するためには、社会構造の大胆な

変革が必要である。そこで、全国で統一した対応が必要な施策について

は、国への働きかけを強めていくとともに、県においても、子どもやそ

の保護者をはじめとした子育てに関わる人の目線で、子ども施策を総合

的に検討し、計画に位置付けていく必要がある。 
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【表９ 目標達成率】 

令和３年度の目標値に対し、３年度実績がどの程度目標を達成しているかを示す

「達成率」を算出した。ただし、目標値に対する実績値がとれない項目については除

くこととし、全27項目のうち26項目を対象とした。 

 

 

【表10 目標値の達成状況】 

 項目等 
目標（R３年度） 

（a） 

R３年度 

達成状況（b） 

達成率 

（b／a） 
評価 

 基本的視点１ 「子どもが生きる力」を伸ばすために 

１ 「いのちの大切さを学ぶ教室」の実施回数 80回 ０回 ０％ Ｄ 

2 
いのちの授業作文コンクール応募件数 

（幼・小・中・高・特別支援合計） 
9,000件 10,530件 117.0％ Ａ 

3 体力テスト総合評価５段階のうちＤ、Ｅの児童の割合 28.5％ 37.0％ 77.0％ Ｂ 

4 親子ふれあい体操教室実施市町村数（累計） 12市町村 0市町村 0％ Ｄ 

5 放課後子ども教室の実施箇所数 (政令・中核市を除く) 206箇所 178箇所 86.4％ Ｂ 

6 
思春期から妊娠適齢期の男女を対象とした健康など

に関する健康教育等参加者数（累計） 
52,500人 41,148人 78.4％ Ｂ 

7 青少年エイズ・性感染症予防講演会の受講者数 12,000人 1,522人 12.7% D 

8 
県内の全小学生６年生への児童向け喫煙防止啓発

リーフレット配布数 

県内全小学校 

６年生全員に 

配布 

県内全小学校 

６年生全員に 

配布 

100％ Ａ 

9 県立高校等での喫煙防止教育の実施校数 35校 ６校 17.1％ Ｄ 

10 
神奈川県青少年保護育成条例の内容を知っている

保護者の割合 
68.0％ 50.0％ 73.5％ Ｃ 

11 里親等委託率 20.6％ 21.6％ 104.9％ Ａ 

12 母子・父子自立支援員による相談件数 17,000件 22,278件 131.0％ Ａ 
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 項目等 
目標（R３年度） 

（a） 

R３年度 

達成状況（b） 

達成率 

（b／a） 
評価 

13 
保育エキスパート等研修に係る障がい児保育に関す

る研修の修了者数（累計） 
6,436人 6,876人 106.8％ Ａ 

14 
医療的ケア児等コーディネーター養成研修の修了者

数（累計） 
40人 50人 125.0％ Ａ 

15 いじめ認知件数のうち、「解消」した割合 100％ 93.9％ 93.9％ Ｂ 

 

 
基本的視点２ 「保護者が育てる力」を発揮するために 

16 保育所等利用待機児童数 0人 
306人 

（R３.4.1現在） 

59.2％ 

（※１） 
Ｃ 

17 放課後児童クラブの施設数 1,552施設 1,400施設 90.2% Ｂ 

18 幼稚園教諭研修の受講者数（累計） 9,300人 4,057人 43.6％ Ｄ 

19 保育エキスパート等研修の修了者数（累計） 55,965人 47,922人 85.6％ Ｂ 

20 

放課後児童支援員及び放課後子ども教室 

指導者等の資質向上のための研修等の 

実施回数 

年20回 ― 回 ―  
― 

（※２） 

21 妊娠出産について満足している者の割合 83.5％ 
80.4％ 

（Ｒ２年度実績） 
96.9％ Ｂ 

22 風しん予防接種者報告件数（累計） 272,000件 209,823件 77.1％ Ｂ 

23 
県立学校の児童・生徒によるＤＩＧ（災害図上訓練）の

実施率 
94.7％ 50.9％ 53.7％ Ｃ 

 

 
基本的視点３ 「社会全体が支える力」を大きくするために 

24 かながわ子育て応援パスポートの施設数 3,715施設 3,600施設 96.9% B 

25 病児・病後児保育事業の実施市町村数（累計） 25市町村 19市町村 76.0％ Ｂ 

26 25～44歳の女性の就業率（暦年） 77.5％ 
76.0％ 

（R3.12月現在） 
98.1％ Ｂ 

27 
事業所における育児休業利用者に占める男性の割

合 
12.5％ 

25.7％ 
（R3.10.1現在） 

205.6％ Ａ 

※１ 計画策定時の現況値（750人）と目標値（0人）の差（750人）を(a)とし、計画策定時の現況値（750人）と実

績値（306人）の差（444人）を(b)として達成率（b/a）を算出。 

444人(b) ÷ 750人(a)×100＝59.2％ 

※２ 新型コロナウイルス感染症の影響により一部の研修をe-ラーニング形式としたため、目標値に基づく事業実

績の検証が困難なことから評価を「－」とした。 
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【図２ 県民ニーズ調査による県民満足度】 

 

「安心して子どもを生み育てられる環境が整っていること」に関する満足度 

（出典：県民ニーズ調査を基に作成） 

令和３年度 


